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２．行政コスト計算書の内容に関する明細
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統一的な基準による
財務書類

令和 5 年度
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令和



【様式第1号】

自治体名：北但行政事務組合(普通会計分)

会計名称：一般会計等 (単位：円)

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,048,145,632                 固定負債 -                                   

    有形固定資産 6,901,037,633                   地方債 -                                   

      事業用資産 6,899,504,319                   長期未払金 -                                   

        土地 144,582,047                     退職手当引当金 -                                   

        立木竹 42,577,850                       損失補償等引当金 -                                   

        建物 6,688,847,841                   その他 -                                   

        建物減価償却累計額 -2,289,305,512               流動負債 46,742,863                   

        工作物 5,271,054,520                   １年内償還予定地方債 -                                   

        工作物減価償却累計額 -2,978,567,527                 未払金 -                                   

        船舶 -                                       未払費用 -                                   

        船舶減価償却累計額 -                                       前受金 -                                   

        浮標等 -                                       前受収益 -                                   

        浮標等減価償却累計額 -                                       賞与等引当金 1,046,169                     

        航空機 -                                       預り金 45,696,694                   

        航空機減価償却累計額 -                                       その他 -                                   

        その他 -                                   負債合計 46,742,863                   

        その他減価償却累計額 -                                   【純資産の部】

        建設仮勘定 20,315,100                     固定資産等形成分 7,048,145,632               

      インフラ資産 -                                     余剰分（不足分） 55,938,238                   

        土地 -                                   

        建物 -                                   

        建物減価償却累計額 -                                   

        工作物 -                                   

        工作物減価償却累計額 -                                   

        その他 -                                   

        その他減価償却累計額 -                                   

        建設仮勘定 -                                   

      物品 11,445,142                   

      物品減価償却累計額 -9,911,828                    

    無形固定資産 -                                   

      ソフトウェア -                                   

      その他 -                                   

    投資その他の資産 147,107,999                 

      投資及び出資金 -                                   

        有価証券 -                                   

        出資金 -                                   

        その他 -                                   

      投資損失引当金 -                                   

      長期延滞債権 -                                   

      長期貸付金 -                                   

      基金 147,107,999                 

        減債基金 -                                   

        その他 147,107,999                 

      その他 -                                   

      徴収不能引当金 -                                   

  流動資産 102,681,101                 

    現金預金 102,681,101                 

    未収金 -                                   

    短期貸付金 -                                   

    基金 -                                   

      財政調整基金 -                                   

      減債基金 -                                   

    棚卸資産 -                                   

    その他 -                                   

    徴収不能引当金 -                                   純資産合計 7,104,083,870               

資産合計 7,150,826,733               負債及び純資産合計 7,150,826,733               

貸借対照表
(令和6年3月31日現在)



【様式第2号】

自治体名：北但行政事務組合(普通会計分)

会計名称：一般会計等 (単位：円)

    その他 -                                                     

純行政コスト 937,783,901                                   

    その他 -                                                     

  臨時利益 -                                                     

    資産売却益 -                                                     

    資産除売却損 -                                                     

    投資損失引当金繰入額 -                                                     

    損失補償等引当金繰入額 -                                                     

純経常行政コスト 937,783,901                                   

  臨時損失 -                                                     

    災害復旧事業費 -                                                     

  経常収益 464,795,839                                   

    使用料及び手数料 158,641,098                                   

    その他 306,154,741                                   

      社会保障給付 -                                                     

      他会計への繰出金 -                                                     

      その他 -                                                     

        その他 449,750                                          

    移転費用 132,362,902                                   

      補助金等 132,362,902                                   

      その他の業務費用 449,750                                          

        支払利息 -                                                     

        徴収不能引当金繰入額 -                                                     

        維持補修費 8,112,984                                       

        減価償却費 690,002,990                                   

        その他 -                                                     

        その他 12,812,060                                     

      物件費等 1,249,795,021                                

        物件費 551,679,047                                   

        職員給与費 6,113,838                                       

        賞与等引当金繰入額 1,046,169                                       

        退職手当引当金繰入額 -                                                     

  経常費用 1,402,579,740                                

    業務費用 1,270,216,838                                

      人件費 19,972,067                                     

行政コスト計算書
自  令和5年4月1日
至  令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：北但行政事務組合(普通会計分)

会計名称：一般会計等 (単位：円)

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 7,742,441,771               7,694,840,691               47,601,080                    

  純行政コスト（△） -937,783,901                 -937,783,901                 

  財源 299,426,000                  299,426,000                  

    税収等 299,426,000                  299,426,000                  

    国県等補助金 -                                     -                                     

  本年度差額 -638,357,901                 -638,357,901                 

  固定資産等の変動（内部変動） -646,695,059                 646,695,059                  

    有形固定資産等の増加 20,603,842                    -20,603,842                   

    有形固定資産等の減少 -690,002,990                 690,002,990                  

    貸付金・基金等の増加 23,331,497                    -23,331,497                   

    貸付金・基金等の減少 -627,408                        627,408                         

  資産評価差額 -                                     -                                     

  無償所管換等 -                                     -                                     

  その他 -                                     -                                     -                                     

  本年度純資産変動額 -638,357,901                 -646,695,059                 8,337,158                      

本年度末純資産残高 7,104,083,870               7,048,145,632               55,938,238                    

純資産変動計算書
自  令和5年4月1日
至  令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：北但行政事務組合(普通会計分)

会計名称：一般会計等 (単位：円)

前年度末歳計外現金残高 45,684,462                                      

本年度歳計外現金増減額 12,232                                             

本年度末歳計外現金残高 45,696,694                                      

本年度末現金預金残高 102,681,101                                    

    その他の収入 -                                                      

財務活動収支 -                                                      

本年度資金収支額 8,759,456                                        

前年度末資金残高 48,224,951                                      

本年度末資金残高 56,984,407                                      

  財務活動支出 -                                                      

    地方債償還支出 -                                                      

    その他の支出 -                                                      

  財務活動収入 -                                                      

    地方債発行収入 -                                                      

    貸付金元金回収収入 -                                                      

    資産売却収入 -                                                      

    その他の収入 20,315,100                                      

投資活動収支 -23,620,239                                     

【財務活動収支】

    貸付金支出 -                                                      

    その他の支出 -                                                      

  投資活動収入 20,315,100                                      

    国県等補助金収入 -                                                      

    基金取崩収入 -                                                      

【投資活動収支】

  投資活動支出 43,935,339                                      

    公共施設等整備費支出 20,603,842                                      

    基金積立金支出 23,331,497                                      

    投資及び出資金支出 -                                                      

  臨時支出 -                                                      

    災害復旧事業費支出 -                                                      

    その他の支出 -                                                      

  臨時収入 5,017,100                                        

業務活動収支 32,379,695                                      

  業務収入 738,889,639                                    

    税収等収入 274,093,800                                    

    国県等補助金収入 -                                                      

    使用料及び手数料収入 158,641,098                                    

    その他の収入 306,154,741                                    

    移転費用支出 132,362,902                                    

      補助金等支出 132,362,902                                    

      社会保障給付支出 -                                                      

      他会計への繰出支出 -                                                      

      その他の支出 -                                                      

    業務費用支出 579,164,142                                    

      人件費支出 18,922,361                                      

      物件費等支出 559,792,031                                    

      支払利息支出 -                                                      

      その他の支出 449,750                                           

資金収支計算書
自  令和5年4月1日
至  令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 711,527,044                                    



1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産････････････････････････････････････････取得価額

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得価額が判明しているもの･･････････････････････取得価額

取得価額が不明なもの････････････････････････････再調達価額

(2)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産････････････････････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　3年～50年

工作物　　4年～60年

物品　　　2年～15年

(3)　引当金の計上基準及び算定方法

①　賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(4)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引および

リース契約が1件あたりのリース総額料が300万円以下のファイナンス・リース取引

を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ　ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②　オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(5)　資金収支計算書における資金の範囲

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。

 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

 受払いを含んでいます。

一般会計等財務書類における注記

1



(6)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①　物品の計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が1万円以上の場合に資産として計上してい

ます。

②　上記以外の固定資産の計上基準

建物や工作物など物品以外の資産についても原則として取得価額または再調達価額が

1万円以上の場合に資産として計上しています。また、土地については物品・建物・

工作物等の償却資産（減価償却を行う資産）と異なり、非償却資産（減価償却を

行わない資産）であることから、原則としてすべての土地について資産として計上

しています。

2　重要な会計方針の変更等

(1)　会計方針の変更

 該当なし

3　重要な後発事象

 該当なし

4　偶発債務

 該当なし

5　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

②　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。

③　繰越事業に係る将来の支出予定額

(2)貸借対照表に係る事項

①　売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア　範囲

庁内組織において、売却予定とされている公共資産。

イ　内訳

該当なし

区分

繰越明許費

金額

1,260千円

2



(3)　変動計算書に係る事項

 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①　固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②　余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)　資金収支計算書に係る事項

①　基礎的財政収支　　　　　　32,090,953円

②　既存の決算情報との関連性

歳入歳出決算書は繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、

その分だけ相違します。

③　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 32,379,695円

投資活動におけるその他の収入 20,315,100円

減価償却費 △690,002,990円

退職手当基金の増減額 △627,408円

賞与引当金の増減額 △422,298円

純資産変動計算書の本年度差額 △638,357,901円

④　一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額　　　　　　-円

一時借入金に係る利子額　　　　-円

764,221,839円 755,462,383円

収入（歳入） 支出（歳出）

歳入歳出決算書 812,446,790円 755,462,383円

繰越金に伴う差額 △48,224,951円 -円

資金収支計算書

3


